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１ はじめに  

本市が保有する資産・負債の状況等は、これまでもバランスシート等で公表していますが、行財政

運営のアカウンタビリティ（説明責任）が求められている中、財務状況を的確に把握するとともに、

それを市民のみなさんにさらに分かりやすくする必要があります。 

平成１８年８月に、総務省から「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指針」が示

され、地方公共団体は財務書類４表を平成２１年度までに整備することが求められました。 

そこで、本市では総務省の基準（総務省改訂モデル）に沿い、平成２０年度決算より、普通会計に

加え関係団体等も含む連結ベースでの財務書類４表を作成し公表しました。昨年度に引き続き、平成

２２年度決算も同様に作成し公表いたします。 

 

２ 財務４表の概要 

（１）貸借対照表（バランスシート） 

   会計年度末（３月３１日）時点における資産、負債、純資産に関する情報を示しています。 

   今までのバランスシートにはなかった、売却可能資産、長期延滞債権、未払金などを計上して

います。 

（２）行政コスト計算書 

   資産形成につながらない人的サービスや給付サービスなどの行政サービスに伴うコストと使用

料・手数料等の収入を目的別に示しています。 

（３）純資産変動計算書 

   貸借対照表の純資産（資産から負債を差し引いたもの）の会計年度中の動きを明らかにするも

のです。 

（４）資金収支計算書 

   現金の流れを示すもので、その収支を性質に応じて経常的収支、公共資産整備収支、投資・財

務的収支と区分して表示することで、どのような活動に資金を必要としているのかを表示しま

す。 

 

３ 対象となる会計の範囲 

（１）普通会計 

   一般会計、北新宿第二土地区画整理事業特別会計、広田中央特定土地区画整理事業特別会計 

（２）特別会計 

   水道事業会計、下水道事業会計、農業集落排水事業特別会計、国民健康保険事業特別会計、 

老人保健特別会計、介護保険特別会計、後期高齢者医療特別会計 

（３）連結対象法人 

 ・一部事務組合  埼玉県央広域事務組合、埼玉中部環境保全組合、彩北広域清掃組合、 

北本地区衛生組合、加須鴻巣学校給食センター組合、埼玉県都市競艇組合、 

荒川北縁水防事務組合、埼玉県総合事務組合 

 ・広域連合    彩の国さいたま人づくり広域連合、埼玉県後期高齢者医療広域連合 

・地方三公社   鴻巣市土地開発公社 

・第三セクター等 （財）鴻巣市施設管理公社、鴻巣フラワーセンター（株）、（株）エルミ鴻巣 
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４ 財務４表 

（１）貸借対照表（バランスシート） 
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○総額 

普通会計                    連結 

資産
1,501億6,729万円

負債
449億1,020万円

純資産
1,052億5,709万円

     

資産
2,221億9,725万円

負債
717億5,568万円

純資産
1,504億4,157万円

 
 

○市民一人あたり（平成23年3月31日現在人口：119,162人） 

普通会計                    連結 

資産
126.0万円

負債
37.7万円

純資産
88.3万円

     

資産
186.5万円

負債
60.2万円

純資産
126.3万円

 

 

 

【貸借対照表からわかること】連結ベース 

①資産について 

資産は、市政運営の資源として用いられ、将来にわたり行政サービスを提供するために使用される

ものです。 

本市の連結ベースの総資産は2,221億9,725万円、市民1人あたりに換算すると186万5千円となってお

ります。 

全体の多くを占めているのが公共資産で、総額2,065億2,295万円、市民1人あたり173万3千円で、そ

の内訳は、道路などのインフラ資産が1,117億6,455万円、学校などの教育資産が465億6,743万円とな

っています。（後述 詳細表参照） 

平成２１年度と比較すると、37億3,541万円の増加となっています。 

 

②負債について 

負債は、地方債など将来において支払の必要があり将来の世代が負担することになる固定負債と、

１年以内に支払期限が到来する流動負債に区分されます。 

本市の負債は総額717億5,568万円となっており、資産全体の32.3％を占めています。市民１人あた

りでは60万2千円となっています。 

負債総額のうち、地方債残高（地方債＋翌年度償還予定地方債）は598億59万円で、市民1人あたり

に換算すると50万2千円となっております。 

平成２１年度と比較すると、19億4,506万円の増加となっています。 

 

③純資産について 

純資産は1,504億4,157万円となっており資産全体の67.7％、市民1人あたりでは126万2千円となって

います。 

平成２1年度と比較すると、16億2,353万円の増加となっています。 
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④社会資本形成の世代間比率［純資産／公共資産］ 

社会資本の整備結果を示す事業用資産及びインフラ資産の合計額のうち、純資産による整備の割合

を示すもので、現役世代によって既に負担された割合を見ることができます。 

  

純資産1,504億4,157万円÷公共資産2,065億2,295万円＝72.8％ 

 

社会資本の約7割を現役世代の負担で形成したことになり、将来世代への負担比率は約3割となって

います。 

平成２１年度と比較すると、0.4％の増加となっており、将来世代への負担比率は減少しているとみ

ることができます。 

 

⑤自己資本（純資産）比率［純資産／総資産］ 

総資産のうち、返済義務のない純資産の割合を示すもので、企業の財務分析において、財務の安定

性を図る指標として用いられるものです。 

 

純資産1,504億4,157万円÷総資産2,221億9,725万円＝ 67.7% 

 

この比率が高いほど財政状況が健全であると言えます。 

なお、財務省の調査である「法人企業統計調査結果（平成２１年度）」によると、金融業、保険業

を除く資本金10億円以上の国内企業の自己資本比率の平均は42.4％となっています。一般的には70％

以上なら理想企業、40％以上なら倒産しにくい企業と言われております。 

平成２1年度と比較すると、0.4％の減少となっています。 

 

 

※《注記》について 

（後述 詳細表参照） 

※「１ 他団体及び民間への支出金により形成された資産」 

  自団体で行う整備以外である他団体及び民間への補助金等により形成された各分野別の資産 及

びその財源を表示しています。 

※「２ 債務負担行為に関する情報」 

  貸借対照表の「長期未払金」及び「未払金」に計上されたもの以外に将来負担となる可能性があ

るものについて表示しています 

※「３ 地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれ

ることが見込まれているもの。」 

地方債の償還費のうち、その財源として地方交付税算定に係る基準財政需要額への算入が見込ま

れているものを表示しています。 

※「４ 普通会計の将来負担に関する情報」 

自治体財政健全化法における健全化を判断する比率の一つである「将来負担比率」に関する情報

を表示しています 
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※「５ 土地及び減価償却累計額」 

有形固定資産のうちの土地の金額と減価償却累計額を表示しています。 

 

（２）行政コスト計算書 

 

 

 

【行政コスト計算書からわかること】連結ベース 

行政コスト（経常費用）は567億7,245万円となっており、市民１人あたりでは47万6千円となってい

ます。 

また、行政サービスを利用する対価として市民のみなさんが負担する使用料・手数料などの経常収

益は219億2,941万円となっており、市民１人あたりでは18万4千円となっています。行政コストから経 

常収益を差し引いた純経常行政コストは348億4,304万円となり、市税や地方交付税などの一般財源や

国・県補助金などで補っています。 

行政コスト計算書における経常収益は、いわゆる受益者負担の金額であるため、経常収益の行政コ

ストに対する割合を算出することで、受益者負担の割合を見ることができます。 

 

経常収益219億2,941万円 ÷経常行政コスト567億7,245万円＝38.6％  

 言い換えますと、残り61.4％の経費が税金等でまかなわれていることとなります。 

平成２１年度と比較すると、経常費用は24億979万円の増加、経常収益は11億4,079万円の増加、純

経常行政コストは12億6,900万円の増加となっています。 
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（３）純資産変動計算書 

 

 

【純資産変動計算書からわかること】連結ベース 

純経常行政コストの金額に対して、一般財源や経常的な補助金等受入れの金額がどの程度あるかが

分かり、純経常行政コストが受益者負担以外の経常的な財源により、どの程度まかなわれているかが

分かります。 

純資産は平成２１年度期間中に16億2,353万円増加し、期末純資産残高は1,504億4,158万円となって

います。 

 

（４）資金収支計算書 

H21普通会
計

H22普通会
計

増減 H21連結 H22連結 増減

１　経常的収支 6,040,241 6,734,790 694,549 8,378,813 8,834,141 455,328
２　公共資産整備収支 △ 1,086,927 △ 1,051,250 35,677 △ 1,485,045 △ 1,804,001 △ 318,956
３　投資・財務的収支 △ 4,389,488 △ 5,267,669 △ 878,181 △ 5,452,561 △ 4,963,941 488,620

翌年度繰上充用金増減額 0 0 0 0 0 0
経費負担割合変更に伴う差額 0 0 0 △ 7,000 △ 69,776 △ 62,776
期首資金残高 1,232,046 1,795,872 563,826 4,981,789 6,415,996 1,434,207
期末資金残高 1,795,872 2,211,743 415,871 6,415,996 8,412,419 1,996,423

 

【資金収支計算書からわかること】連結ベース 

①経常的収支について 

人件費や物件費などの支出と税収や手数料などの収入が計上されており、日常の行政活動による資

金収支の状況が表示されています。 

経常的収支額は88億3,414万円の黒字となっており、これは公共資産整備や地方債償還などに充当さ

れることとなります。 
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平成２１年度と比較すると、黒字額が4億5,532万円の増加となっています。 

 

②公共資産整備収支について 

公共資産の整備などによる支出とその財源である補助金･借入金などによる収入が計上されており、

いわゆる公共事業に伴う資金の使途とその財源の状況が表示されています。 

公共資産整備収支額は18億400万円の赤字となっていますが、これは経常的収支、すなわち税金等で

まかなわれたことを表しています。 

平成２１年度と比較すると、赤字額が3億1,896万円の増加となっています。 

 

③投資・財務的収支について 

出資、貸付、基金の積立、借入金の返済などによる支出とその財源である補助金、借入金、貸付金

元金の回収などの収入が計上されており、投資活動や借金の返済による資金の出入りの状況が表示さ

れています。 

投資･財務的収支額は 49 億 6,394 万円の赤字となっていますが、これは税金や手数料などの経常収

支で賄われたことを示しています。 

平成２１年度と比較すると、赤字額が4億8,862万円の減少となっています。 

 

 

 

 

 

 

 


